
 

令和６年度事業報告 

 

本会は、全国の地先沿岸海域において発生する船舶海難や海浜事故の救助活動をボ

ランティアで展開するために、全国各地に設立されている民間の地方水難救済組織を

統括的に支援する公益社団法人であり、地方水難救済組織による水難救済事業をはじ

めとする各種事業の活性化及び事業執行体制の基盤整備を支援している。 

また、洋上の船舶において発生した傷病者を対象とする救急医療サービスを提供す

るために海運・漁業・医療等の民間関係団体や海上保安庁等の海難救助関係機関の連

携協力によって導入された世界唯一の洋上救急体制の維持運営を推進している。 

 

 

Ⅰ 実施した事業の概要 

本会では、最近の水難事故や自然災害の発生時における公的機関や民間組織によ

る対応体制の実情などを勘案し、公的関係機関による水難救助活動や災害救援活動

を補完するため、地方水難救済組織によるボランティアでの水難救済活動や災害救

援活動を支援し、かつ、その充実強化を図っている。 

また、海上保安庁をはじめとする関係機関や民間団体等の支援を得ながら、全国

各地における洋上救急体制を維持運営している。 

これらの目的のため、令和６年度は次のような各種事業を実施した。 

 

・水難救済に関する事業 

水難救済活動（災害発生時における救援活動を含む。）に参画する団体、又は 

個人に対する支援（研修・訓練を含む。）に関する事業 

 

・洋上救急に関する事業 

洋上の船舶等で重篤な傷病者が発生した際の医師・看護師の派遣による洋上救 

急医療体制の維持運営に関する事業 

 

・水難救済思想の普及啓発に関する事業 

広く国民を対象とした水難救済思想の普及啓発に関する事業 

 

・青い羽根募金に関する事業 

全国各地の地方水難救済会に所属するボランティア救助員による水難救済活動

に使用する救難資器材の整備等に必要な資金を確保するための募金事業 

 

 

以上のほか、地先沿岸海域における捜索救助の拠点となる救難所等の整備をは

じめ、ボランティア救助員の増強や若返りのためのリクルート、地方組織の法人

化等の事業推進基盤の強化を支援するとともに救難所員等の扶助・補償等を行う



 

ことにより、事業執行体制の充実整備と地方組織の活性化を図っている。 

 

また、自然災害発生時には積極的に救援活動を行うとともに、国・地方自治体等

が主催する災害対応訓練に積極的に参加することにより、地方水難救済会による役

割の重要性について関係者の理解を深めてもらい、国と地方自治体からの活動支援

を得るべく努めている。 

 

 

Ⅱ 事業執行体制の充実整備と地方組織の活性化のための具体策 

 

１ 地方組織の活性化の推進 

本会では、組織の活性化、組織の健全化を目的とした組織改変整備を進めてい

るが、最近の海難の発生・救助状況を踏まえ、全国規模でのボランティア海難救

助を効果的に推進するため、従前からの漁船海難等の海難救助を主たる対象とし

た救難拠点のみならず、各種マリンレジャー等に伴う遭難事故を対象とした救難

拠点整備を積極的に進めている。 

 

（１）令和６年度に新設された救難所等  

設置年月日 
水救会

名 
救難所名 支所名 

令和 6年 4月 1日 福岡県 大里  

〃 〃 旧門司  

〃 琉球 ハレクラニ沖縄  

令和 6年 5月 2日 〃 沖縄ライフセービング協会機動  

令和 6年 10月 21日 山口県 島戸  

令和 6年 11月 30日 〃 (豊浦) 小串 

令和 7年 2月 14日 北海道 (戸井) 戸井西部 

新設合計  ５か所(2か所) ２か所(4か所) 

                         注) (  )書きは令和５年度末現在 

① (公社)福岡県水難救済会は、北九州市門司区大里地区、北九州市門司区旧門司地区周辺海域で発

生する水難事故に対処するため、新たに救難所を設置。 

②  (公社)琉球水難救済会は、恩納村周辺海域で発生する水難事故に対処するため、新たにリゾート

ホテル「ハレクラニ」内に救難所を設置。 

③ (公社)琉球水難救済会は、自然海岸周辺における海難救助に焦点を当て救助活動をしている(一

社)沖縄県ライフセービング協会と連携し、沖縄県内における広域エリアの水難事故に対処する

ため、新たに同ライフセービング協会内に救難所を設置。 

④ 山口県水難救済会は、豊北町救難所島戸支所を廃止し、新たに島戸救難所を設置。 

⑤ (公社)北海道海難防止・水難救済センターは、函館地区の戸井救難所の３支所を廃止し、新たに

戸井西部支所を設置。 
                                 

〈２）令和６年度に廃止された救難所等 

廃止年月日 水救会名 救難所名 支所名 

令和 6年 ４月 1日 千葉県 (銚子) 黒生 



 

令和 6年 6月 15日 〃  〃 西 

令和 6年 10月 21日 山口県 豊北町
ほうほくちょう

  

    〃 〃 (豊北町) 島戸 

令和 6年 11月 30日 〃 山口  

令和 7年 2月 14日 北海道 (戸井) 釜谷 

〃 〃  〃 汐首 

    〃 〃  〃 瀬田来 

計  ２か所(3か所) ６か所(4か所)) 

注) (  )書きは令和５年度末現在 

① 千葉県水難救済会の黒生支所及び西支所の廃止は、漁業協同組合の支所廃止により、銚子支所
へ統合したもの。 

② 山口県水難救済会の豊北町救難所の廃止は、組織再編によるもの。 
③ 山口県水難救済会の山口救難所の廃止は、秋保浦救難所への統合によるもの。 
④ (公社)北海道海難防止・水難救済センターの釜谷支所、汐首支所、瀬田来支所は、新設の戸井

西部支所への合併によるもの。 

 

（３）令和６年度に名称変更された救難所等 

変更年月日 水救会名 旧名称 新名称 

令和 6年 4月 1日 神奈川県 大楠救難所 佐島救難所 

令和 6年 11月 30日 山口県 島戸救難所 豊浦統括救難所 

    〃 〃 豊浦救難所小串
こ ぐ し

支所 豊浦統括救難所小串支所 

    〃 〃 豊浦救難所川棚
かわたな

支所 豊浦統括救難所川棚支所 

    〃 〃 豊浦救難所湯玉
ゆ た ま

支所 豊浦統括救難所湯玉支所 

    〃 〃 島戸救難所二見
ふ た み

支所 豊浦統括救難所二見支所 

    〃 〃 島戸救難所矢玉
や た ま

支所 豊浦統括救難所矢玉支所 

    〃 〃 島戸救難所和久
わ く

支所 豊浦統括救難所和久支所 

    〃 〃 島戸救難所特牛
こっとい

支所 豊浦統括救難所特牛支所 

    〃 〃 島戸救難所肥中
こえなか

支所 豊浦統括救難所肥中支所 

    〃 〃 島戸救難所阿川
あ が わ

支所 豊浦統括救難所阿川支所 

    〃 〃 島戸救難所粟野
あ わ の

支所 豊浦統括救難所粟野支所 

    計  １２か所(1 か所)  

注) (  )書きは令和５年度末現在 

① (特)神奈川県水難救済会大楠救難所の名称変更は漁業協同組合統合によるもの。 

② 山口県水難救済会島戸救難所等(11 箇所)の名称変更は組織再編によるもの。 

 

（４）令和６年度末現在の救難所及び支所の数 
      救難所 ７９４箇所(７９１箇所)   
      支 所 ５２９箇所(５３３箇所)   

 注) (  )書きは令和５年度末現在 

 

（５）令和６年度末現在のボランティア救助員の数 
     ４８，３６８名（４７,８５０名）     

注) (  )書きは令和５年度末現在 



 

２ 水難救済に関する事業 

令和６年における救助出動件数は３２１(３２４)件で、延べ３４５(３６１)か

所の救難所等から延べ２,２６４(２，０６２)名の救難所員及び協力者４２９(４

７０)名が出動し、３２０(４４３)名の遭難者と１１７(１４０)隻の船舶を救助

しており、救助した船体及び積荷の見積評価額は約１億８千万円(約４億７千万

円)であった。 

また、救助出動に備え、ボランティア救助員に対する所要の訓練及び救難資機

材の整備等を実施した。 

 

                           

(１) 救助実績(令和６年１２月末現在) 
                                                     (単位:人、隻、千円) 

区分 

種別 
出動件数 救助人命 

救助船舶 出動内容 

救助隻数 船体積荷見積額 救難所員等 救助船舶等 

船舶海難 １６６ ２４６ １１７ １７６，５９０ １,７１３ ６４８ 

人身事故 １５５ ７４   ９８０ ２９２ 

災害対応 ０ ０   ０ ０ 

合    計 
３２１ 

(324) 

３２０ 

(443) 

１１７ 

(140) 

１７６，５９０ 

(469,990) 

２,６９３ 

(2,532) 

９４０ 

(833) 

         注) (  )書きは令和５年末の実績 

 

注１）海難救助及び出動実績総括表は附属明細書１のとおり 

注２）救難所別海難救助実績は附属明細書２のとおり 

 

 

（２）海難救助出動報奨金等の交付(令和７年３月末現在) 

 公益財団法人日本財団の助成金、日本漁船保険組合及び全国漁業協同組合連合会

からの補助金等により、海難救助に出動した全国３３９(３７１)救難所等のボラン

ティア救助員２,０６１(１,９２７)名及び６５２(４９８)隻の救助船所有救助員

に対し、救助出動報奨金を交付した。 

また、各救難所で実施された海難救助訓練で使用した延べ６３(７３)隻の船舶を

所有するボランティア救助員に対し、訓練使用船舶支援金を交付した。 

 

 
                                      (単位:箇所、人、千円) 

区       分 対象救難所等数 対象救難所員数 金額 

救難所員報奨金  ２,０６１ ９,２７７ 

船舶報奨金  ６５２ ５,６０５ 

合         計 
３３９ 

(371) 

２,７１３ 

(2,425) 

１４,８８２ 

(13,240) 

                         注) (  )書きは令和５年度の実績 



 

  
                                 

  (単位:箇所、人、千円) 

区       分 対象救難所等数 対象救難所員数 金額 

地方組織支援費・会議費 
１１３ 

 ４５７ 

人命救助訓練奨励金  １,４０９ 

訓練使用船舶支援金  ６３ １９３ 

 合         計 
１１３ 

(116) 

６３ 

(73) 

２,０５９ 

(1,367) 

注) (  )書きは令和５年度の実績 

 

事業費総額  ２２，９８７，７４４円(１９,６８８,８３７円) 

 

 

（３）海難救助訓練の実施 

     救難所員の出動時の安全確保、救難技術の向上及び士気の高揚を図り、

かつ効果的な海難救助活動に資するため、海上保安部署等と連携して所員

に対し、救難用資器材の点検・取扱い要領及び心肺蘇生法等の基礎訓練並

びに漂流者揚収訓練等の応用訓練等を実施した。 

また、地震・津波災害等の発生に備え、国・地方自治体が主催する災害

対応訓練へも積極的に参加することとしている。 

本会では、これらの海難救助及び災害対応訓練に参加した地方水難救済

会に対し、訓練の実施状況等を勘案し、会議費及び地方組織支援費を交付

した。 

なお、各地方水難救済会では、かかる活動を最大限実施しようという強

い意志のもと、本年度は地方水難救済会２８(２３)か所において海難救助

訓練を実施した。 

 

事業費総額   ５，２３９，８４４円(４,９７９,６３３円) 

 

 

[実地訓練等の実施状況] 

区    分 実 地 訓 練 うち地方自治体との合同防災訓練 

対象救難所等の数  １３１か所(１２４) １２か所(１１) 

参 加 人 数 ２,０６２名(１,６８６) ４０名(７７) 

注) (  )書きは令和５年度の実績 

 

（４）人命救助訓練奨励金の交付 

    公益財団法人日本海事センター（旧日本海事財団）から交付された人命救助

訓練奨励基金( 1億円 )の運用益等により、人命救助訓練に参加した救難所員 



 

１,４０９(１,２６３)名に対し訓練奨励金を交付した。 

 

事業費総額   ６，１５８，１５４円(５,１１５,０６３円) 

 

 

（５）救難体制の整備 

     海難事故や自然災害への救助、支援要請に対し、迅速、かつ、的確に対応

できる救助体制の充実を図るため、引き続き、老朽化した救難資器材の整備

を次のとおり整備した。 

 

    事業費総額   １７，５７１，７２６円(１６,７０８,２３１円) 

 

 

品    目 規    格 数 量 

安全帽 水難救済会のマーク・名入り ８５個(83) 

救命胴衣（固定式） NS-SLVI １３４着(126) 

救命胴衣（膨張式） NS-7000 ４７着(48) 

救急セット 応急医療具 ABセット ７式(11) 

救命浮環 NS-39Ⅱ ２５個(25) 

自動体外式除細動器（AED） CR2  8年保証 ６個(8) 

ゴムボート WB-80 ５隻(0) 

消防兼排水ポンプ ﾄｰﾊﾂ VE20A ２台(0) 

 注) (  )書きは令和５年度の実績 

 

 

（６）海難救助に功労のあった者等の表彰に関する事業 

海難救助表彰を次のとおり実施した。 

 

事業費総額   １０，２２４，５６６円(６,３６５,３３４円) 

 

 

 ＜令和６年度表彰実績＞ 

 

① 名誉総裁表彰 

令和６年６月７日、名誉総裁高円宮妃殿下ご台臨のもと、名誉総裁表彰

式典を挙行し、海難救助などに極めて抜群の功労あった団体について表彰

を行った。 

 

イ 海難救助功労          ５件（団体５） (1件) 

ロ 洋上救急功労        １件 (団体１) (0件) 



 

 ハ 事業功労            １件（個人１） (4件) 

② 会長表彰 

・海難救助功労       

        (ア) 救助功労      １３件（個人９、団体４） (9件) 

       （イ）救助出動回数功労  ２５件（個人） (46件) 

      （ウ）永年従事功労    ３４件（個人） (34件) 

・洋上救急功労       ６件（個人５、団体１） (4件) 

・事業功労        ５３件（個人１５、団体３８） (64件) 

 

（参考）その他表彰事業費を使用した経費   
洋上救急事業  ６７３，２００円(２１４,３３５円) 

青い羽根募金事業１３０，２７３円  (６７,２６０円)  

                    注) (  )書きは令和５年度の実績 

 

３  洋上救急に関する事業 

  本事業に関する全国健康保険協会からの受託金のほか、公益財団法人 日本海

事センター、その他海事・漁業関係団体からの助成金等及び拠出金並びに受益船

主からの負担金等を得て、洋上にある船舶内で緊急に医師による医療措置を必要

とする傷病者が発生した場合、医師等の同乗する海上保安庁又は自衛隊の船艇・

航空機を現場に急行させ、傷病者に対する救急医療を施しつつ、最寄りの病院ま

で緊急搬送するという洋上救急活動を実施するとともに、こうした洋上救急活動

に出動する可能性のある医師等を対象とした慣熟訓練等を行った。 

なお、令和６年度の洋上救急出動件数は２０(１９)件で、昭和６０年１０月洋

上救急制度発足以来の累計件数は１,００６件、救助人数は１,０３９人となった。 

 

事業費総額  ３１，９５１，３２８円(３１,８２６,３２６円) 

 

 

４ 水難救済思想の普及に関する事業 

  本会及び地方水難救済会が実施している各種水難救済事業について、各種広報

媒体を活用し、海事・漁業関係者のみならず、広く一般国民の理解と協力の醸成、

拡大を図るとともに、水難救助者その他海上安全に関係する他の民間関係団体等

との連携強化を図りつつ、船舶海難や海浜事故の未然防止活動及び水難救助に関

する知識技能の普及啓発に努め、沿岸海域における救難体制の充実強化を図った。 

また、本事業の一環として、水難事故から身を守るための必要かつ最低限の知

識と技能について整理し、効果的な教授方法を検討し、全国普及実践モデルの全

体像を確立することを目的とし、日本財団主導のもと日本ライフセービング協会

等と連携した「海のそなえ」プロジェクトを実施するとともに、併せて、報道機

関を通じて広く国民に周知活動を行い、当会の認知度向上のための活動を積極的

に行った。 

 



 

 ① 地方水難救済会による海の安全教室の開催(令和６年度) 

    ・開催個所     ９（７）か所 

    ・開催教室数     ３９（３２）教室 

    ・受講者数  ４,３９７（３,７５９）人 

 

     事業費総額  ２４，４１１，５１４円(５,０８３,９９円) 

 

 

５ 青い羽根募金に関する事業 

   ７月、８月の２ヶ月間を「青い羽根募金強調運動期間」として、国土交通省、

海上保安庁、消防庁及び水産庁の後援を得て、全国的な募金活動を展開した。 

その結果、本会では１９，５６５，２７１(１８,０４０,０２４)円の寄附金を

得て、水難救済にかかる各種事業に活用するとともに、青い羽根募金用ポスター

等の作成及び地方組織による募金活動に対する支援等の事業を実施した。 

   さらに、民間企業等の協力のもと青い羽根募金支援自動販売機の増設に努めた。 

   また、令和６年１月１日に発生した能登半島地震に際し、「能登半島地震災害

支援金」の募金を開始し、これまでに１８８件(うち令和５年度１６３件)、総額

９,１７５,６１６円(うち令和５年度８,４３８,３９１円)の募金が集まり、全額

を特に甚大な被害を受けた能登水難救済会にお送りした。 

 

 

     事業費総額   ３５，０２２，１６１円(２１,２７４,４３７円) 

 

 

６ 救難所員等の扶助・補償等に関する事業 

公益財団法人日本財団からの助成金を受け、海難救助作業（海難救助訓練を含 

む。）において救難所員に災害が発生した場合などに、本人等に対し災害補償を

行うための事業及び賞じゅつ金等を贈与する事業を実施しているが、令和６年度

は、対象事案はなかった。 

 

    事業費総額   ３，２４１，４７１円(３,０７７,７０１円) 

 

 

７ その他 

   令和６年度において、各事業の活性化を促すため、次の活動を実施した。 

(１) 組織基盤の強化 

組織基盤の強化等を図るため、二号正会員、賛助会員の積極勧誘を行い、令和

６年度において、新たに二号正会員２(４)者、賛助会員 4(９)者が加入した。 

  

(２)  日本水難救済会の主な職務執行状況 

別紙のとおり 



令和６年度における日本水難救済会の主な職務執行状況 

 

〇令和６年度名誉総裁表彰式典（６月７日） 

 名誉会長：高円宮妃殿下、斉藤国土交通大臣、石井海上保安庁長官等臨席のうえ

実施。海難救助功労（団体）５件、洋上救急功労（団体）１件、事業功労（個人）１件 

 同日、第１３２回定時社員総会、臨時理事会を開催 

〇「海のそなえプロジェクト」開始（６月～） 

 （目的）民間組織を中心としたオールジャパン体制を構築し、水難事故防止に関す

る常識を再検証し、事故原因の調査分析を行う等して、事故防止のための効

果的な教育プログラムを開発し、普及・定着させる。 

 （共催）日本財団、日本水難救済会、日本ライフセービング協会、河川財団等 

 （協力）海上保安庁 

 （期間）令和６年４月～３カ年 

キックオフ企画シンポジウム（６月１９日＠東京ポートシティー竹芝） 

  令和６年度の同プロジェクト関連業務実施状況は別添のとおり。 

〇青い羽根関連業務 

・青い羽根募金強調運動期間、国土交通大臣等表敬（７月１２日） 

  ミス日本「海の日」とともに斉藤国土交通大臣、瀬口海上保安庁長官、消防庁長

官、水産庁長官等を表敬 

  

 

 

 

 

 

別紙 



令和６年度における「海そなえプロジェクト」関連業務実施状況

➢ 海上保安大学校(8/27)・学校(9/18)
➢ 一管本部及び北海道水救会(7/22･23)
➢ 三管本部及び神奈川・千葉水救会
➢ 六管本部及び広島水救会(6/21)
➢ 七管本部及び大分(9/25)・福岡(10/22)
佐賀・長崎水救会(12/9~10)

➢ 八管本部及び京都水救会(9/17)
➢ 九管本部及び新潟水救会(9/27)
➢ 十管本部及び鹿児島水救会(12/2)
➢ 十一管本部及び琉球水救会(8/13)

海保及び地方水救会との調整
（協力依頼・方針説明）

児童生徒への直接指導
（講話・実技）

一般市民・保護者・教師への講話
（講話）

関係機関との調整
（連携強化）

➢ 九段中等教育学校(5/29)
➢ 横浜市洋光台保育園(7/16)
➢ 横浜市昴保育園(7/19)
➢ 京都府木津川市立恭仁小学校(7/9)
➢ 千葉県長生村立一松小学校(7/16)
➢ 釧路水辺の事故防止体験学習(7/29)
➢ 由比ガ浜溺水防止デー行事(7/25)
➢ 大分水防災危機対応学習(7/27)
➢ アハラビーチ機動講習会(8/13)

➢ 日本体育大学公開講座(5/13・7/13)
➢ 京都府木津川市立恭仁小学校(7/8)

➢ 日本赤十字社
➢ 日本水泳連盟
➢ B＆G財団
➢ 日本スイミングクラブ協会
（5月～10月にかけて複数回協議実施）

一般企業等への協力
（講話・安全指導）

➢ 九段中等教育学校遠泳行事協力
（委員会３回、行事参加7/29~31)

➢ モーターボート競走会安全講習会
（全23レース場対象・計9回）

➢ 東京湾遊漁船組合落水事故救助訓練(6/4)
➢ 東京湾新海面埋立協議会落水事故救助訓練(10/24)

別添





正味財産増減計算書

令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで

公益社団法人 日本水難救済会

（単位：円）

科 目 当年度 前年度 増 減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益         9,646,531[ ]        19,736,900[ ] △     10,090,369[ ]

基本財産受取利息         9,646,531        19,736,900 △     10,090,369

受取会費        13,070,000[ ]        13,340,000[ ] △        270,000[ ]

正会員受取会費        11,500,000        11,810,000 △        310,000

賛助会員受取会費         1,570,000         1,530,000            40,000

事業収益        22,119,267[ ]        21,471,791[ ]           647,476[ ]

洋上救急事業収益        21,376,547        21,471,791 △         95,244

その他事業収益           742,720                 0           742,720

受取助成金等       112,818,195[ ]        85,109,415[ ]        27,708,780[ ]

受取民間補助金         6,000,000         6,000,000                 0

受取民間助成金       106,728,914        78,752,297        27,976,617

受取助成金等振替額            89,281           357,118 △        267,837

受取負担金         5,266,409[ ]         4,441,581[ ]           824,828[ ]

受取負担金         5,266,409         4,441,581           824,828

受取寄付金        46,886,826[ ]        21,829,489[ ]        25,057,337[ ]

受取寄付金        15,217,990         4,100,930        11,117,060

募金本会収益        31,668,836        17,728,559        13,940,277

雑収益           105,672[ ]             1,068[ ]           104,604[ ]

受取利息           105,672             1,068           104,604

経常収益計       209,912,900       165,930,244        43,982,656

(2) 経常費用

事業費       156,842,264[ ]       114,119,553[ ]        42,722,711[ ]

役員報酬        12,212,240        12,212,240                 0

給料手当        27,791,573        27,069,131           722,442

臨時雇賃金           436,478                 0           436,478

退職給付費用         2,388,496         2,499,297 △        110,801

福利厚生費         4,323,566         4,203,342           120,224

会議費         1,915,064         1,305,466           609,598

旅費交通費         2,651,752         1,394,211         1,257,541

通信運搬費         6,200,201         5,617,108           583,093

減価償却費         3,599,496         3,436,017           163,479

消耗品費         9,939,665         9,465,005           474,660

修繕費            66,000            66,000                 0

印刷製本費         2,741,918         3,127,495 △        385,577

広報費         1,169,928         1,143,719            26,209

光熱水料費            47,892            62,125 △         14,233

賃借料         3,201,457         3,201,457                 0

保険料         1,581,215         1,420,545           160,670

出動協力費         5,316,455         5,367,260 △         50,805

諸謝金           260,320           230,622            29,698

訓練奨励費         2,717,200         1,725,800           991,400

租税公課         1,005,300           975,800            29,500

救助出動報奨費        14,882,000        13,239,700         1,642,300

地方組織支援費        10,402,244         2,414,186         7,988,058

支払助成金        15,214,867         8,170,297         7,044,570

報奨費         6,355,518         2,289,666         4,065,852

活動費        15,716,740         2,382,612        13,334,128

訓練船舶支援費           192,600           186,000             6,600

雑費         4,512,079           914,452         3,597,627



科 目 当年度 前年度 増 減

管理費        45,567,050[ ]        43,588,797[ ]         1,978,253[ ]

役員報酬        12,212,240        12,212,240                 0

給料手当         9,001,231         8,605,429           395,802

退職給付費用         2,391,879         2,391,210               669

福利厚生費         5,546,259         4,592,668           953,591

会議費         1,353,296           775,006           578,290

旅費交通費         2,398,665         1,721,593           677,072

通信運搬費         2,055,833         2,424,983 △        369,150

減価償却費           209,810           241,688 △         31,878

消耗品費           386,446           577,793 △        191,347

印刷製本費           716,149           841,850 △        125,701

広報費         2,483,899         2,426,734            57,165

光熱水料費            90,267            96,413 △          6,146

賃借料         4,802,185         4,802,185                 0

諸謝金         1,610,871         1,582,242            28,629

租税公課             3,340             7,140 △          3,800

雑費           304,680           289,623            15,057

経常費用計       202,409,314       157,708,350        44,700,964

評価損益等調整前当期経常増減額         7,503,586         8,221,894 △        718,308

評価損益等計                 0                 0                 0

当期経常増減額         7,503,586         8,221,894 △        718,308

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計                 0                 0                 0

(2) 経常外費用

固定資産除却損           448,730[ ]                 0[ ]           448,730[ ]

建物除却損           448,730                 0           448,730

経常外費用計           448,730                 0           448,730

当期経常外増減額 △        448,730                 0 △        448,730

当期一般正味財産増減額         7,054,856         8,221,894 △      1,167,038

一般正味財産期首残高       334,867,310       326,645,416         8,221,894

一般正味財産期末残高       341,922,166       334,867,310         7,054,856

Ⅱ  指定正味財産増減の部

受取寄付金        20,302,496[ ]        26,478,415[ ] △      6,175,919[ ]

募金本会収益        20,302,496        26,478,415 △      6,175,919

一般正味財産への振替額 △     31,758,117[ ] △     18,085,677[ ] △     13,672,440[ ]

一般正味財産への振替額 △     31,758,117 △     18,085,677 △     13,672,440

当期指定正味財産増減額 △     11,455,621         8,392,738 △     19,848,359

指定正味財産期首残高       377,678,265       369,285,527         8,392,738

指定正味財産期末残高       366,222,644       377,678,265 △     11,455,621

Ⅲ  正味財産期末残高       708,144,810       712,545,575 △      4,400,765

















・関東周辺における主な募金活動 

日本海洋少年団東京地区連盟（５月１８、１９日）  神奈川県水難救済会（６月９日） 

＠東京国際クルーズターミナル             ＠横浜みなとみらいホール 

・青い羽根募金功労者への会長感謝状贈呈（個人１１人、団体２４件） 

〇洋上救急関連業務 

 ・中央洋上救急支援協議会第３９回通常総会（６月２７日） 

  石井海上保安庁長官等臨席のうえ実施 

  会長表彰：団体１件、個人３件 

 ・愛知医科大学との間で洋上救急業務の協力に関する協定を締結（６月２７日） 

 ・JA 神奈川県厚生連相模原協同病院との間で洋上救急業務の協力に関する協

定を締結（１月２０日）   全国の協力医療機関は 145機関 



・洋上救急事業の出動対象者に「医療機関勤務の救急救命士」を追加（７月１日） 

  全関係団体の了解を受け、第一回通常理事会で承認。全国健康保健協会承認。 

・令和 6年度中央洋上救急慣熟訓練（12月 10日＠羽田航空基地） 

 過去最大となる約 50 名が参加。初となる病院勤務の救急救命士と海保特殊

救難隊救急救命士の意見交換を実施。 

・令和 6年度中央洋上救急研修会（1月 27日、28日 ＠海事センタービル） 

  各地方支部、海保各管区本部の担当者が参加。日本体育大学保健医療学部 増

野智彦教授による講演「現場出場医師から見た洋上救急の特徴と円滑な活動」 

〇水難救済会知名度向上のための講演 

東京西北ロータリークラブ等の各種団体、海上保安庁教育機関、日本大学、日本

体育大学等において、理事長、常務理事による合計２５回の講演を実施。 

６月３日東京西北ロータリークラブにおける講演：理事長（麻生理事からの推薦） 



〇小川監事への海上保安庁長官感謝状贈呈（８月８日＠海保本庁） 

小川監事の多年にわたる当会へ

のご尽力に対し、海上保安長官感

謝状が贈呈。 

 

 

 

 

〇メディア対応状況 

 テレビ、新聞（ネットニュースを含む）等に合計５０回以上出演する等して、海難事

故の解説、事故防止のための啓発等、水難救済思想の普及と知名度向上に努める。 

〇外国海難救助組織関係者との意見交換 

 韓国、台湾から海難救助組織関係者が来所し、民間海難救助団体について、情

報共有と意見交換を実施。 

 

 

 

 

 

 

     韓国海洋警察庁関係者との意見交換（10月 29日） 

 

 

 

 

 

 

台湾海洋委員会関係者との意見交換（11月 20日） 



公益社団法人 日本水難救済会

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益 0 0 1,650,000 0 0 0 0 0 4,347,229 5,997,229 0 3,649,302 0 9,646,531

基本財産受取利息 0 0 1,650,000 0 0 0 0 0 4,347,229 5,997,229 0 3,649,302 0 9,646,531

受取会費 0 0 0 0 0 0 0 0 6,535,000 6,535,000 2,155,569 4,379,431 0 13,070,000

正会員受取会費 0 0 0 0 0 0 0 0 5,750,000 5,750,000 2,155,569 3,594,431 0 11,500,000

賛助会員受取会費 0 0 0 0 0 0 0 0 785,000 785,000 0 785,000 0 1,570,000

事業収益 0 0 0 0 0 21,376,547 0 0 742,720 22,119,267 0 0 0 22,119,267

洋上救急事業収益 0 0 0 0 0 21,376,547 0 0 0 21,376,547 0 0 0 21,376,547

その他事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 742,720 742,720 0 0 0 742,720

受取助成金等 16,944,400 756,890 24,704 8,690,164 5,741,612 3,089,278 19,921,147 0 0 55,168,195 1,800,000 55,850,000 0 112,818,195

受取民間補助金 3,000,000 0 0 0 0 3,000,000 0 0 0 6,000,000 0 0 0 6,000,000

受取民間助成金 13,944,400 756,890 24,704 8,690,161 5,741,612 0 19,921,147 0 0 49,078,914 1,800,000 55,850,000 0 106,728,914

受取助成金等振替額 0 0 0 3 0 89,278 0 0 0 89,281 0 0 0 89,281

受取負担金 0 0 0 2,136,090 0 0 0 3,130,319 0 5,266,409 0 0 0 5,266,409

受取負担金 0 0 0 2,136,090 0 0 0 3,130,319 0 5,266,409 0 0 0 5,266,409

受取寄付金 0 0 0 0 0 3,630,000 0 31,668,836 11,253,990 46,552,826 0 334,000 0 46,886,826

受取寄付金 0 0 0 0 0 3,630,000 0 0 11,253,990 14,883,990 0 334,000 0 15,217,990

募金本会収益 0 0 0 0 0 0 0 31,668,836 0 31,668,836 0 0 0 31,668,836

雑収益 19,650 0 496 279 0 10,747 7,413 11,961 0 50,546 502 54,624 0 105,672

受取利息 19,650 0 496 279 0 10,747 7,413 11,961 0 50,546 502 54,624 0 105,672

経常収益計 16,964,050 756,890 1,675,200 10,826,533 5,741,612 28,106,572 19,928,560 34,811,116 22,878,939 141,689,472 3,956,071 64,267,357 0 209,912,900

(2) 経常費用

事業費 22,987,744 5,239,844 6,158,154 17,571,726 10,224,566 31,951,328 24,411,514 35,022,161 33,756 153,600,793 3,241,471 0 0 156,842,264

役員報酬 1,526,530 1,526,530 1,526,530 1,526,530 1,526,530 1,526,530 1,526,530 0 0 10,685,710 1,526,530 0 0 12,212,240

給料手当 2,073,799 2,073,799 2,073,799 6,600,718 2,073,799 10,317,946 2,073,799 0 0 27,287,659 503,914 0 0 27,791,573

臨時雇賃金 0 0 0 0 0 0 436,478 0 0 436,478 0 0 0 436,478

退職給付費用 278,737 278,737 278,737 337,687 278,737 389,937 278,737 0 0 2,121,309 267,187 0 0 2,388,496

福利厚生費 359,397 359,397 359,397 1,264,546 359,397 1,128,925 359,397 0 0 4,190,456 133,110 0 0 4,323,566

会議費 0 12,200 0 0 0 1,819,313 55,981 27,570 0 1,915,064 0 0 0 1,915,064

旅費交通費 0 0 0 0 0 1,122,542 1,217,140 312,070 0 2,651,752 0 0 0 2,651,752

通信運搬費 68,528 68,528 68,528 171,319 68,528 231,985 3,924,189 1,598,596 0 6,200,201 0 0 0 6,200,201

減価償却費 0 0 0 3,361,982 0 237,514 0 0 0 3,599,496 0 0 0 3,599,496

消耗品費 12,881 12,881 12,881 3,899,694 12,881 434,977 1,609,703 3,943,767 0 9,939,665 0 0 0 9,939,665

修繕費 0 0 0 0 0 66,000 0 0 0 66,000 0 0 0 66,000

印刷製本費 0 0 0 0 189,567 956,801 0 1,595,550 0 2,741,918 0 0 0 2,741,918

広報費 0 0 0 0 0 0 0 1,169,928 0 1,169,928 0 0 0 1,169,928

光熱水料費 3,009 3,009 3,009 7,522 3,009 17,803 3,009 7,522 0 47,892 0 0 0 47,892

賃借料 160,073 160,073 160,073 400,182 160,073 1,600,728 160,073 400,182 0 3,201,457 0 0 0 3,201,457

保険料 0 0 0 0 0 738,975 33,320 0 0 772,295 808,920 0 0 1,581,215

出動協力費 0 0 0 0 0 5,316,455 0 0 0 5,316,455 0 0 0 5,316,455

諸謝金 0 0 0 0 0 126,635 107,900 25,785 0 260,320 0 0 0 260,320

訓練奨励費 0 0 1,675,200 0 0 1,042,000 0 0 0 2,717,200 0 0 0 2,717,200

租税公課 0 0 0 0 0 971,544 0 0 33,756 1,005,300 0 0 0 1,005,300

救助出動報奨費 14,882,000 0 0 0 0 0 0 0 0 14,882,000 0 0 0 14,882,000

地方組織支援費 0 536,500 0 0 0 0 0 9,865,744 0 10,402,244 0 0 0 10,402,244

支払助成金 0 0 0 0 0 0 0 15,214,867 0 15,214,867 0 0 0 15,214,867

報奨費 0 0 0 0 5,552,045 673,200 0 130,273 0 6,355,518 0 0 0 6,355,518

活動費 0 0 0 0 0 3,231,518 12,485,222 0 0 15,716,740 0 0 0 15,716,740

訓練船舶支援費 0 192,600 0 0 0 0 0 0 0 192,600 0 0 0 192,600

雑費 3,622,790 15,590 0 1,546 0 0 140,036 730,307 0 4,510,269 1,810 0 0 4,512,079

正味財産増減計算書内訳表
令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで

（単位：円）

科        目
公益目的事業会計

救助出動報奨 海難救助訓練 人命救助訓練 救難体制整備 海難救助表彰
収益事業等 法人会計 内部取引等消去 合　計

洋上救急 水難救済思想普及 青い羽根募金 共　通 小　計



貸借対照表

令和 7年 3月31日現在

公益社団法人 日本水難救済会

（単位：円）

科 目 当年度 前年度 増 減

Ⅰ  資産の部

１．流動資産

現金預金        68,569,580        63,386,676         5,182,904

未収金         1,810,041         3,732,882 △      1,922,841

前払金             8,470             8,470                 0

流動資産合計        70,388,091        67,128,028         3,260,063

２．固定資産

(1) 基本財産

普通預金         1,256,500       101,256,500 △    100,000,000

投資有価証券       604,855,500       504,855,500       100,000,000

基本財産合計       606,112,000       606,112,000                 0

(2) 特定資産

青い羽根特定預金        10,110,462        21,476,802 △     11,366,340

救助船                32                38 △              6

救難器具        10,956,713         7,450,473         3,506,240

特定資産合計        21,067,207        28,927,313 △      7,860,106

(3) その他固定資産

建物         2,869,445         3,471,981 △        602,536

什器備品           614,871           594,712            20,159

土地               620               620                 0

長期未収金        44,412,483        44,532,483 △        120,000

救助出動報奨引当資産        14,151,434        19,790,413 △      5,638,979

洋上救急引当資産        17,749,118        17,078,803           670,315

災害補償引当資産            86,128            96,356 △         10,228

貸倒引当金 △     43,300,000 △     43,300,000                 0

その他固定資産合計        36,584,099        42,265,368 △      5,681,269

固定資産合計       663,763,306       677,304,681 △     13,541,375

資産合計       734,151,397       744,432,709 △     10,281,312

Ⅱ  負債の部

１．流動負債

預り金         9,197,774        19,692,296 △     10,494,522

未払消費税等           517,500           593,900 △         76,400

流動負債合計         9,715,274        20,286,196 △     10,570,922

２．固定負債

退職給付引当金         2,690,313         2,274,938           415,375

役員退職慰労引当金        13,601,000         9,326,000         4,275,000

固定負債合計        16,291,313        11,600,938         4,690,375

負債合計        26,006,587        31,887,134 △      5,880,547

Ⅲ  正味財産の部

１．指定正味財産

民間補助金               119               122 △              3

民間助成金                63            89,341 △         89,278

寄付金       366,222,462       377,588,802 △     11,366,340

指定正味財産合計       366,222,644       377,678,265 △     11,455,621

（うち基本財産への充当額）       356,112,000( )       356,112,000( )                 0( )

（うち特定資産への充当額）        10,110,644( )        21,566,265( ) △     11,455,621( )

２．一般正味財産       341,922,166       334,867,310         7,054,856

（うち基本財産への充当額）       250,000,000( )       250,000,000( )                 0( )

（うち特定資産への充当額）        10,956,563( )         7,361,048( )         3,595,515( )

正味財産合計       708,144,810       712,545,575 △      4,400,765

負債及び正味財産合計       734,151,397       744,432,709 △     10,281,312



1．  継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

2．  重要な会計方針

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的有価証券……取得価額によっている。

⑵ 固定資産の減価償却の方法

建物……定率法によっている。

救助船、救難器具及び什器備品……定額法によっている。

⑶ 引当金の計上基準

貸倒引当金……………個別評価をする金銭債権（長期未収金）については、債権金額から回収

退職給付引当金………期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

　　　　　　　　　　　　　　　 計上している。

⑷ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

3．  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 基本財産

普通預金 101,256,500 0 100,000,000 1,256,500

投資有価証券 504,855,500 100,000,000 0 604,855,500

606,112,000 100,000,000 100,000,000 606,112,000

 特定資産

青い羽根特定預金 21,476,802 0 11,366,340 10,110,462

救助船 38 0 6 32

救難器具 7,450,473 6,957,500 3,451,260 10,956,713

28,927,313 6,957,500 14,817,606 21,067,207

635,039,313 106,957,500 114,817,606 627,179,207

4．  基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
( うち指定正
味財産からの

充当額 )

( うち一般正
味財産からの

充当額 )

( うち負債に
対応する額 )

 基本財産

普通預金 1,256,500 (396,500) (860,000) (0)

投資有価証券 604,855,500 (355,715,500) (249,140,000) (0)

606,112,000 (356,112,000) (250,000,000) (0)

 特定資産

青い羽根特定預金 10,110,462 (10,110,462) (0) (0)

救助船 32 (16) (16) (0)

救難器具 10,956,713 (166) (10,956,547) (0)

21,067,207 (10,110,644) (10,956,563) (0)

627,179,207 (366,222,644) (260,956,563) (0)

科      目

小 計

財務諸表に対する注記

小 計

　　　　　　　　　　　　 　　　見込額を控除した金額を計上している。

合 計

小 計

小 計

科      目

合 計



5．  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

550,308,480 550,308,448 32

136,605,657 125,648,944 10,956,713

35,728,000 32,858,555 2,869,445

3,280,235 2,665,364 614,871

725,922,372 711,481,311 14,441,061

6．  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

 補助金

救助船建造補助金 日本郵政 16 0 3 13 指定正味財産

体制整備補助金 海事センター 106 0 0 106 指定正味財産

 助成金

救助船建造助成金 日本財団 3 0 0 3 指定正味財産

洋上救急助成金 日本財団 89,301 0 89,278 23 指定正味財産

救助訓練助成金 日本財団 18 0 0 18 指定正味財産

体制整備助成金 日本財団 13 0 0 13 指定正味財産

体制整備助成金 日本郵政 6 0 0 6 指定正味財産

89,463 0 89,281 182

7．  指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

金 額

 経常収益への振替額

減価償却費計上による振替額 89,278

救助船除却による振替額 3

青い羽根募金の振替額 31,668,836

31,758,117

附属明細書

1．  基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記3で記載しているので省略する。

2．  引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

貸倒引当金 43,300,000 0 0 0 43,300,000

退職給付引当金 2,274,938 505,375 90,000 0 2,690,313

役員退職慰労引当金 9,326,000 4,275,000 0 0 13,601,000

内 容

科 目

補助金等の名称

合 計

合 計

救 助 船

救 難 器 具

建 物

什 器 備 品

合 計

期末残高
当期減少額

科       目 期首残高 当期増加額



財産目録
令和 7年 3月31日現在

公益社団法人 日本水難救済会

（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金 額

(流動資産)

現金 手元保管 運転資金として            40,387

預金 普通預金 運転資金として        68,529,193

みずほ銀行虎ノ門 救助出動報奨日本財団返納金         8,593,000

みずほ銀行虎ノ門 洋上救急未払消費税           483,744

みずほ銀行兜町支店 水救思想普及日本財団返納金           272,953

みずほ銀行虎ノ門 法人会計、公益共通未払消費税        56,542,707

三菱UFJ銀行麹町 法人会計         2,527,358

ゆうちょ銀行 法人会計           109,431

未収金 洋上救急1件         1,810,041

前払金 2025年度新聞購読料             8,470

流動資産合計        70,388,091

(固定資産)

基本財産

普通預金         1,256,500

普通預金 みずほ銀行虎ノ門 公益目的保有財産として公益目的事業の用に           396,500

  (指定正味財産) 供している。

普通預金 みずほ銀行虎ノ門 共用財産であり、うち50％は公益目的保有財           860,000

  (一般正味財産) 産として公益目的事業の用に供し、50％は管

理運営の用に供している。

投資有価証券       604,855,500

投資有価証券 SMBC日興証券 共用財産であり、うち71％は公益目的保有財       355,715,500

  (指定正味財産) 岡三証券 産として公益目的事業の用に供し、29％は管

野村證券 理運営の用に供している。

投資有価証券 SMBC日興証券 共用財産であり、うち50％は公益目的保有財       249,140,000

  (一般正味財産) 岡三証券 産として公益目的事業の用に供し、50％は管

野村證券 理運営の用に供している。

特定資産

青い羽根特定預金        10,110,462

普通預金 みずほ銀行虎ノ門 公益目的事業に使用している。         8,766,731

  （指定正味財産） 三井住友銀行日本橋東           580,870

ゆうちょ銀行           762,861

救助船                32

救助船 のつけ1号ほか17隻 各地方救難所にて公益目的事業に使用してい                16

  (指定正味財産) る。

救助船                16

  (一般正味財産)

救難器具        10,956,713

救難器具 排水ポンプ 各地方救難所・管区にて公益目的事業に使用               166

  (指定正味財産) 携帯用発電機ほか している。

救難器具 自動対外式除細動器        10,956,547

  (一般正味財産) 携帯型モニターほか

その他固定資産

建物 様似救難所ほか6ヶ所         2,869,445

什器備品 パソコン5台ほか 本部で使用している。           614,871

土地 仙崎救難所ほか4ヶ所               620

長期未収金        44,412,483

出動報奨引当資産        14,151,434

普通預金 みずほ銀行虎ノ門 救助出動報奨事業に使用している。        14,151,434

洋上救急引当資産        17,749,118

普通預金 みずほ銀行虎ノ門 洋上救急事業に使用している。        17,749,118



貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金 額

災害補償引当資産            86,128

普通預金 みずほ銀行虎ノ門 共益事業に使用している。            86,128

貸倒引当金 △     43,300,000

固定資産合計       663,763,306

資産合計       734,151,397

(流動負債)

預り金 みずほ銀行虎ノ門 住民税、所得税、日本財団返納金         9,197,774

未払消費税等           517,500

流動負債合計         9,715,274

(固定負債)

退職給付引当金         2,690,313

職員8名に対するもの 事業費に係るものである。         1,707,625

管理費に係るものである。           982,688

役員退職慰労引当金        13,601,000

役員2名に対するもの 事業費に係るものである。         6,800,496

管理費に係るものである。         6,800,504

固定負債合計        16,291,313

負債合計        26,006,587

正味財産       708,144,810



公益社団法人 日本水難救済会

正味財産増減計算書内訳表
令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで

（単位：円）

科        目
公益目的事業会計

救助出動報奨 海難救助訓練 人命救助訓練 救難体制整備 海難救助表彰
収益事業等 法人会計 内部取引等消去 合　計

洋上救急 水難救済思想普及 青い羽根募金 共　通 小　計

管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 45,567,050 0 45,567,050

役員報酬 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12,212,240 0 12,212,240

給料手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,001,231 0 9,001,231

退職給付費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,391,879 0 2,391,879

福利厚生費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,546,259 0 5,546,259

会議費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,353,296 0 1,353,296

旅費交通費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,398,665 0 2,398,665

通信運搬費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,055,833 0 2,055,833

減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 209,810 0 209,810

消耗品費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 386,446 0 386,446

印刷製本費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 716,149 0 716,149

広報費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,483,899 0 2,483,899

光熱水料費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 90,267 0 90,267

賃借料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,802,185 0 4,802,185

諸謝金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,610,871 0 1,610,871

租税公課 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,340 0 3,340

雑費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 304,680 0 304,680

経常費用計 22,987,744 5,239,844 6,158,154 17,571,726 10,224,566 31,951,328 24,411,514 35,022,161 33,756 153,600,793 3,241,471 45,567,050 0 202,409,314

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 6,023,694 △ 4,482,954 △ 4,482,954 △ 6,745,193 △ 4,482,954 △ 3,844,756 △ 4,482,954 △ 211,045 22,845,183 △ 11,911,321 714,600 18,700,307 0 7,503,586

評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 6,023,694 △ 4,482,954 △ 4,482,954 △ 6,745,193 △ 4,482,954 △ 3,844,756 △ 4,482,954 △ 211,045 22,845,183 △ 11,911,321 714,600 18,700,307 0 7,503,586

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 経常外費用

固定資産除却損 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 448,730 0 448,730

建物除却損 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 448,730 0 448,730

経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 448,730 0 448,730

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 448,730 0 △ 448,730

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 6,023,694 △ 4,482,954 △ 4,482,954 △ 6,745,193 △ 4,482,954 △ 3,844,756 △ 4,482,954 △ 211,045 22,845,183 △ 11,911,321 714,600 18,251,577 0 7,054,856

他会計振替額 △ 105,978 △ 4,204,217 △ 4,204,217 △ 10,003,021 △ 4,204,217 △ 2,872,356 △ 4,204,217 △ 211,045 22,845,183 △ 7,164,085 992,015 6,172,070 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 5,917,716 △ 278,737 △ 278,737 3,257,828 △ 278,737 △ 972,400 △ 278,737 0 0 △ 4,747,236 △ 277,415 12,079,507 0 7,054,856

一般正味財産期首残高 19,103,588 △ 686,807 △ 686,825 6,584,280 △ 686,825 19,177,407 △ 686,825 0 125,000,000 167,117,993 △ 486,519 168,235,836 0 334,867,310

一般正味財産期末残高 13,185,872 △ 965,544 △ 965,562 9,842,108 △ 965,562 18,205,007 △ 965,562 0 125,000,000 162,370,757 △ 763,934 180,315,343 0 341,922,166

Ⅱ  指定正味財産増減の部

受取寄付金 0 0 0 0 0 0 0 20,302,496 0 20,302,496 0 0 0 20,302,496

募金本会収益 0 0 0 0 0 0 0 20,302,496 0 20,302,496 0 0 0 20,302,496

一般正味財産への振替額 0 0 0 △ 3 0 △ 89,278 0 △ 31,668,836 0 △ 31,758,117 0 0 0 △ 31,758,117

一般正味財産への振替額 0 0 0 △ 3 0 △ 89,278 0 △ 31,668,836 0 △ 31,758,117 0 0 0 △ 31,758,117

当期指定正味財産増減額 0 0 0 △ 3 0 △ 89,278 0 △ 11,366,340 0 △ 11,455,621 0 0 0 △ 11,455,621

指定正味財産期首残高 0 18 100,000,000 144 0 89,301 0 21,476,802 152,187,000 273,753,265 0 103,925,000 0 377,678,265

指定正味財産期末残高 0 18 100,000,000 141 0 23 0 10,110,462 152,187,000 262,297,644 0 103,925,000 0 366,222,644

Ⅲ  正味財産期末残高 13,185,872 △ 965,526 99,034,438 9,842,249 △ 965,562 18,205,030 △ 965,562 10,110,462 277,187,000 424,668,401 △ 763,934 284,240,343 0 708,144,810
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